
事 務 連 絡 

令和３年１２月１４日 

 

 都道府県薬剤師会 担当事務局 御中 

                                              日 本 薬 剤 師 会 

                                                医 薬 ・ 保 険 課 

 

誰もが簡易かつ迅速に利用できる検査の環境整備について（情報提供その３） 

（ワクチン・検査パッケージ等） 

 

平素より本会会務に格段のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、令和３年度補正予算案による、都道府県による検査無料化の取組としての「①

ワクチン・検査パッケージ等定着促進事業」、「②感染拡大傾向時の一般検査事業」につ

いては、12 月７日付事務連絡ほかにて情報提供したところですが、今般別添のとおり、

内閣府地方創生推進室等より各都道府県宛に事務連絡案が示されましたので情報提供い

たします。 

なお、本事務連絡（案）は、令和３年度補正予算案に基づくものであり、今後国会に

おいて審議されます。現時点では政府案を前提とした準備行為であり、今後変更があり

得ることにご留意ください。 

 

＜別添＞  

① 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における「検査促進枠」の取扱

の変更等（案）について（令和３年 12 月 10 日. 内閣府地方創生推進室、内閣官房

新型コロナウイルス等感染症対策推進室事務連絡案） 

１.検査促進枠の交付対象経費（案）の改定について 

２.実施要領に基づく様式の追加・変更について 

   実施計画書様式（例）の追加 

   検査結果通知書の変更 

３.検査促進枠のＦＡＱ（案）の変更について 

 

② 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における「検査促進枠」の取扱

（案）について（定着促進事業の適正執行のための市町村との連携について）（令和

３年 12 月 13 日. 内閣府地方創生推進室、内閣官房新型コロナウイルス等感染症対

策推進室事務連絡案） 

    ・定着促進事業の適正執行のための市町村との連携について 

   申込書例の改定 
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事 務 連 絡 (案 ) 

令 和 ３ 年 12 月 10 日 

各都道府県 

財政担当課 

市町村担当課 

地方創生担当課 

新型コロナウイルス感染症対策担当課 

内 閣 府 地 方 創 生 推 進 室 

内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における 

「検査促進枠」の取扱の変更等（案）について 

 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（以下「臨時交付金」という。）

の検査促進枠における要件等につき、以下のとおり定めましたので、お知らせします。

各地方公共団体におかれましては、関係部局間で十分連携の上、本事務連絡の記載事

項に留意して運用に向けて準備を進めて頂きますようお願いします。 

また、都道府県におかれましては、貴管内市町村へもこの旨周知されますようよろ

しくお願いします。 

なお、本検査促進枠は、令和３年度補正予算案に基づくものであるため、成立した

予算の内容に応じて、事業内容等が変更になることがありますので、あらかじめご了

承ください。 

記 

 

１． 検査促進枠の交付対象経費（案）の改定について 

 これまで、令和３年１１月２６日付事務連絡（案）「新型コロナウイルス感染症

対応地方創生臨時交付金における「検査促進枠」の創設方針について」（以下「令

和３年１１月２６日付事務連絡（案）」という。）３．（１）において、実施事業者

が実施する検査等費用を検査実績に応じて支援することとしているところです。 

 この場合の１回当たり検査キット原価（ＰＣＲ検査等の場合検査費用・送料等

を含む）について、令和３年１２月３１日以降、以下に定める額に変更いたしま

す。 

（１回当たりの検査キット原価（ＰＣＲ検査等の場合検査費用・送料等を含む）） 

 ＰＣＲ検査等 ・・・実施事業者の仕入額（上限 8,500円（税込））（※） 

 抗原定性検査 ・・・実施事業者の仕入額（上限 3,000円（税込）） 

※ ＰＣＲ検査等については、実施事業者が医療機関である場合について

は、検体採取を行った医療機関以外の施設へ検体を輸送し検査を委託し

て実施した場合を除き、上限額を 7,000円（税込）とする。 

※ 令和４年４月１日以降については、ＰＣＲ検査等の上限額を 7,000円

※ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金検査促進枠は、令和３年度補正予算案

に基づくものであり、今後国会において審議されます。現時点では政府案を前提とした準

備行為であり、今後変更があり得ることにご留意ください。 

  

御中 

noriko-komatsu

＜別添①＞
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【照会先】 
⑴ 検査促進枠について 
内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室 
 企画調整担当  髙橋・徳永・藤代・岡田・矢部・西中 

寺井・服部・鈴木・鈴木・山根 
              直通  03（6257）3086 
 
⑵ 臨時交付金全般について 
 内閣府地方創生推進室 
  臨時交付金担当 畑・中山・上坂・大矢・須田・福田 
              直通  03（5501）1752 

（税込）に変更する予定。 

 

２． 実施要領に基づく様式の追加・変更について 

 令和３年１１月２６日付事務連絡（案）により示された実施要領（案）第２条

において、事業者は無料検査を実施するに当たり、実施計画書を提出することと

されておりますところ、今般新たに実施計画書様式（例）を別添１のとおり定め

ましたので、ご参照ください。 

 また、実施要領（案）第５条第３項に基づく結果通知書等の様式例について、

別添２のとおり変更します。 

 

３． 検査促進枠のＦＡＱ（案）の変更について 

 検査促進枠に関する運用上の留意点等を整理したＦＡＱ（案）について、以下

の質問を新たに追加した１２月１０日版を別添３のとおり定めましたので、ご参

照ください。 

（１２月１０日版において新たに追加された質問） 

Ｑ６―２～４、Ｑ７―１～３、Ｑ１２―２・５ 

 

 

 

 



提出日　令和○年○月○日

１　事業者情報
フリガナ

名称

法人番号 （13桁） 代表者名

住所 〒　　－

住所 〒　　－
フリガナ

氏名

電話番号：　　　　－　　　　－

メールアドレス：　　　　　　　　　@

２　振込先情報

金融機関名 （４桁）

本・支店名 （３桁）

預金種別 １：普通　２：当座　（いずれかを選択） 口座番号　※１ （７桁）
フリガナ

口座名義人　※２

※１：口座番号が６桁以下の場合、はじめに「０」を記載してください。

※２：必ず上記事業者に関する名義の口座をしてください。

　（上記事業者が法人の場合は当該法人、個人事業者の場合は当該個人の口座に限ります）

３　無料検査の事業に関する情報

□

□

□

□

※３

　

事業者の事業内容
（右記から選択の上、概要
を記載）

実施する対象事業
（右記から選択・複数可）

立会い等又は検査を行う事
業所の名称・所在地（複数
の場合は別紙） ※３

：オンライン／オンライン・郵送／ドライブスルー方式により実施する場合は、記載及び実施場所を示す図面の添付は不要。

＜PCR検査等＞
検体（唾液に限る）を本人が採取する際の立会い等、検査機関に対する検体の送付・検査受検者への結果通
知書等の発行の求め等を行う事業（第１号事業）
検体（鼻腔ぬぐい液・唾液に限る）の採取等、検体の検査、検査受検者への結果通知書等の発行等を行う事
業（第２項第１号の事業：事業者が医療機関である場合に限る）

＜抗原定性検査＞
検体（鼻腔ぬぐい液に限る）を本人が採取する際の立会い等、検体の検査結果の読み取り、検査受検者への
結果通知書等の発行等を行う事業（第３号事業）
検体（鼻咽頭ぬぐい液・鼻腔ぬぐい液に限る）の採取等、検体の検査、検査受検者への結果通知書等の発行
等を行う事業（第２項第２号の事業：事業者が医療機関である場合に限る）

検査の単価、積算等

１日あたりの立会い等又は
検査の実施回数（見込み）
（事業所の場合は別紙）

検査の種類
（右記から選択・複数可）

検査の種類

☐医療機関　　　☐衛生検査所等　　☐薬局

☐ワクチン・検査パッケージ制度等登録事業者（具体的な事業内容）

検査種類
（例）PCR検査

単価（税込）
（例）○○円

単価の積算
（例）検査キット仕入額〇○円

検査キット等の調達方法
（例）唾液採取容器を××より仕

入れ

ワクチン・検査パッケージ等定着促進事業

実施計画書例（案）

（名称）
（所在地）〒　　－

　　　　☐ＰＣＲ検査等　　　　　　　　　　　　　　　☐抗原定性検査

感染拡大傾向時の一般検査事業

PCR検査等 （見込みの根拠） （見込みの根拠）

所属部署

連絡先
担当者

金融機関コード

事業者名

法人

個人

事業者の種別（選択）

支店コード

（見込みの根拠） （見込みの根拠）抗原定性検査



（共同事業者に関する情報【任意的記載事項】）※４

※４

４　実施体制

５　チェック事項

□

□

□

□

　
□

□

□

□

□

（該当する場合のみ）
□ オンライン方式（実施要領第１条第４項前段）により、無料検査を実施します。

□ オンライン・郵送方式（実施要領第１条第４項後段）により、無料検査を実施したいので、○○知事の承認を求めます。

□ ドライブスルー方式（実施要領第１条第５項）により、無料検査を実施します。

　 法人名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿　
担当者　（職名）＿＿＿＿＿　（氏名）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿　

過去の相当期間において、実施要領の違反に基づく登録取消や関係法令の違反がなかったことを証明します。

□医療機関　　□衛生検査所等　　□その他（　　　　　　　　　　　）

共同事業者

（名称）
（所在地）〒　　－

　無料検査の事業の実施体制について下欄に記載ください。関係主体がそれぞれどのような活動・どのような役割を担い、また連携を行
うかを具体的に示すとともに、オンライン方式を採用する場合には具体的にどのような方法及び体制でオンライン体制を確保するかを示
してください。

検体採取の立会い若しくは検査実施に係るマニュアルを作成し、または「ワクチン・検査パッケージ制度における抗原定性検査の実
施要綱」又は「PCR検査等のための検体採取の立会い等に係る留意事項」をいつでも参照できるように常置しています。

事業者の事業内容

本計画書の記載内容及びに添付の内容に誤りがないことを証明するとともに、実施要領に従った事業を実施することに違反した場合
は、都道府県等から交付される補助金等を返還等する必要があることについて同意します。

事業所の名称・所在地

担当者の氏名・連絡先

法人名、法人番号、代表者氏名
（法人名）　　　　　　　　（法人番号）
（代表者氏名）

（氏名）
（連絡先）

事業者の代表者、役員等が○○に規定する暴力団、暴力団員等に該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。また、上
記内容に該当しないことを確認するため、○○県が○○県警察本部に照会することについて承諾します。

本計画書の証拠書類を保存するとともに、○○県から必要に応じて提出等の求めがあった場合には、これに応じることに同意しま
す。

本計画書に記載された事項は、必要に応じて関係行政機関に提供されることに同意します。また、無料検査の実施事業者として登録
された場合に、事業所名を公表されることに同意します。

「ワクチン・検査パッケージ等定着促進事業」及び「感染拡大傾向時の一般検査事業」の無料検査を行う実施事業者として登録され
ることを希望します。

検体採取を行う場所として、添付の図面に示した実施場所を確保しています。※３

：第２号事業を行う検査機関が登録する場合は、当該検査機関に関する情報を本項目に記載の上、第１号事業を行う事業者と共同し
て登録すること。

検体採取の立会いは検査管理者により実施します。（第１号事業・第３号事業を実施する場合に限る。）



実施計画書別紙

〒　　－

（見込みの根拠）（見込みの根拠） （見込みの根拠） （見込みの根拠）

（見込みの根拠） （見込みの根拠） （見込みの根拠） （見込みの根拠）

抗原定性検査
事業所名 所在地

1日当たりの立会い等又は検査の実施回数（見込み）
ワクチン・検査パッケージ等定着促進事業 感染拡大傾向時の一般検査事業

〒　　－
PCR検査等 抗原定性検査 PCR検査等

〒　　－

〒　　－

（見込みの根拠） （見込みの根拠） （見込みの根拠） （見込みの根拠）

（見込みの根拠） （見込みの根拠） （見込みの根拠） （見込みの根拠）



検査結果通知書 
・ この検査結果は、「ワクチン・検査パッケージ制度」等においてのみ有効です。 

 ・ 入店・入場等の際に、身分証明書とともに提示してください。 

・ 本通知書における検査結果は、新型コロナ感染者の患者であるかどうかの診断結果を

示すものではありません。 

陽性の方は、入場・入店等できません。速やかに医療機関を受診してください。 

 

□ 受検者氏名  ______________________（フリガナ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿） 

 

□ 検体採取日※１  2021 年  月  日 

 

□ 検査結果     陰性 ・ 陽性  ・ 判定不能※２ 

 

□ 有効期限※３   2021 年  月  日 

 

□ 検査方法       PCR検査等 ・ 抗原定量検査 ・ 抗原定性検査 

 

□ 検体         唾液 ・ 鼻腔ぬぐい液 ・ 鼻咽頭ぬぐい液 

 

□ 使用した検査試薬又は検査キット名  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

※１ 検査日のみがわかる場合は検査日を記入。抗原定性検査の場合は検査日。 
※２ 判定不能は陰性として取り扱うことはできないため、再度の検査を受けてください。その際、

適宜検査の申込みをした事業者等とご相談ください。 
※３ 有効期限： PCR検査等は採取日＋３日、抗原定性検査は検査日＋１日 
 

 

□ 事業所名（又は検査所名）※４      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

□ 検査管理者氏名           ____________________________________ 

 
 
※４ PCR 検査等・抗原定量検査の場合は、検査分析を行った検査所名を記載。 

【陽性の場合】 

□＿＿＿医療機関を受診してください。 
□＿＿＿受診・相談センターに電話し受診先について相談してください 
        電話番号 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  



（紙で発行する場合の記載例） 

検査結果通知書 
・ この検査結果は、「ワクチン・検査パッケージ制度」等においてのみ有効です。 

 ・ 入店・入場等の際に、身分証明書とともに提示してください。 

・ 本通知書における検査結果は、新型コロナ感染者の患者であるかどうかの診断結果を

示すものではありません。 

陽性の方は、入場・入店等できません。速やかに医療機関を受診してください。 

 

□ 受検者氏名  〇〇 〇〇__________________（フリガナ 〇〇 〇〇＿＿＿） 

 

□ 検体採取日※１  2021 年〇月〇日 

 

□ 検査結果     陰性 ・ 陽性 ・ 判定不能※２ 

 

□ 有効期限※３    2021 年〇月〇日 

 

□ 検査方法       PCR検査等 ・ 抗原定量検査 ・ 抗原定性検査 

 

□ 検体         唾液 ・ 鼻腔ぬぐい液 ・ 鼻咽頭ぬぐい液 

 

□ 使用した検査試薬又は検査キット名  〇〇 〇〇_________________  

 

※１ 検査日のみがわかる場合は検査日を記入。抗原定性検査の場合は検査日。 
※２ 判定不能は陰性として取り扱うことはできないため、再度の検査を受けてください。その際、

適宜検査の申込みをした事業者等とご相談ください。 
※３  有効期限：PCR検査等は採取日＋３日、抗原定性検査は検査日＋１日 

 

 

□ 事業所名（又は検査所名）※４      〇〇 〇〇_________________ 

 

□ 検査管理者氏名           〇〇 〇〇_________________ 

 
 
※４ PCR 検査等・抗原定量検査の場合は、検査分析を行った検査所名を記載。 

【陽性の場合】 

□＿＿ 医療機関を受診してください。 
☑〇〇 受診・相談センターに電話し受診先について相談してください 
        電話番号 03‐××××‐×××× 
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検査促進枠交付金を活用した検査無料化の実施に関する 

Ｑ＆Ａ（案）（12 月 10 日版） 

 

本資料は、令和３年１１月２６日付事務連絡（案）「新型コロナウイルス感染症対応地方創

生臨時交付金における「検査促進枠」の創設方針について」に関する補足のＱ＆Ａです。 
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１．実施事業者・対象事業 

Q１－１ 実施要領に定める「薬局」とはいわゆるドラッグストアを含むか。 

 

 「薬局」とは、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭

和 35 年法律第 145 号）第２条第 12 項に定める「薬局」を指しており、単に店舗販売業

（第 25 条第一号）の許可を受けた者（いわゆる「ドラッグストア」）等を含まない。 

 ただし、いわゆるドラッグストア等であっても、薬局を併設している場合には、当該薬局

が、無料検査の対象となる PCR 検査等や抗原定性検査の立会いを行うことができる。 

 

Q１－２ 都道府県が無料検査の実施主体となり得るのか。また、その場合の遵守すべき事

項は。 

 

本交付金は、実施事業者に対して都道府県等が補助する場合に要する費用に充てられるだ

けでなく、都道府県が直接無料検査を実施する場合に要する費用にも充てることができ、都

道府県が無料検査の実施主体となることは可能。 

その際、事業の実施に当たっては、実施要領の規定に留意して行う必要がある。 

 

Q１－３ 実施要領に定める「衛生検査所等」の「等」では何を想定しているか。 

 

 具体的には「都道府県又は市町村」を含むものとして想定している。 

 なお、衛生検査所の登録を受けていない民間検査機関は含まれない。 

 

Q１－４ 例えば、衛生検査所において PCR 検査等の立会いを行い、得られた検体を同衛

生検査所が検査するといった場合は、無料検査の対象事業に含まれるか。 

 

 設問のような衛生検査所は、第１号事業と第２号事業を実施する事業者であり、無料検査

の対象とすることができる。 

 

Q１－５ 「ワクチン・検査パッケージ制度等登録事業者」には具体的にどのような者が想

定されるか。これらの者が、卸売販売業者から抗原定性検査キットを購入するには

どのようにしたらよいか。 

 

 ワクチン・検査パッケージ制度（VTP 制度）等登録事業者としては、具体的に 

・ ワクチン・検査パッケージ制度を適用する旨を都道府県に登録した飲食店やイベント主

催者等の事業者 

・ 観光庁がワクチン・検査パッケージを活用した施策を実施する場合において、当該施策

としてツアーを実施しようとする旅行業者及び宿泊サービスを提供しようとする宿泊業

者であり、観光庁又は観光庁が指定する者に登録したもの 
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を想定している。 

 これらの事業者は、「ワクチン・検査パッケージ制度における抗原定性検査の実施要綱」

（令和３年 11 月 19 日内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室）の別紙２の確認

書を卸売販売業者に提出することで、抗原定性検査キットを購入することができる。 

 

参考： 

「抗原簡易キットの販売先について（その３）」（令和３年 11 月 19 日厚生労働省医薬・生

活衛生局総務課事務連絡） 

 

Q１－６ 商店街での利用を念頭に、商工会議所などがその入口において検査（PCR 等・

定性検査）立会いを行うといった取組は可能か。 

 

 検査立会いを行うことができる実施事業者は医療機関、薬局、衛生検査所等又は VTP 制

度等登録事業者に限定されている。 

 ただし薬局等が、商店街組合や商工会議所と協力して、商店街での利用を念頭とした検査

の立会い場所を設けることは可能。 

 

Q１－７ PCR 検査等について、A 事業者が立会い（第１号事業）、B 医療機関などで検体

の検査を行う（第２号事業）こととした場合、A・B 両方が登録する必要があるか。

また、留意すべき点はあるか。 

 

 本事業の登録事業者としては主として第１号事業を実施する者を想定しており、第２号事

業を実施する者は単体としては第１号事業を実施する者に付随して関連事業を実施するに

過ぎないため、登録や補助金等の交付は主として第１号事業を実施する者に対して行われる

ことを想定している。このため、第１号事業を実施する者と第２号事業を実施する者が共同

事業として本事業を行う場合であっても、第１号事業を実施する者が登録を行うこととし、

必要に応じて第２号事業を実施する者を第１号事業を実施する者の共同事業者として登録

することが考えられる。 

ただし、都道府県の判断により、第２号事業を実施する者に対して「検査体制整備支援等

部分」により支援を行うこと、第２号事業を実施する者が事業提携を行う薬局等（第１号事

業を実施する者）をとりまとめた上で第２号事業を実施する者として登録を行うこととする

ことは可能。この場合にあっては、第１号事業を実施する者から重複申請がされる可能性に

ついて十分留意すること。 

 

Q１－８ 実施事業者が事業又は福利厚生等の一環として、従業員に検査を受けさせること

は、なぜ無料化の対象事業には含まれないのか。具体的にどのような場合が想定さ

れるか。 
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 実施事業者が、自らの事業又は福利厚生等の一環として、従業員に検査を受けさせる場合、

当該費用は本来当該事業者が経営又は福利厚生等のための費用として負担すべき費用であ

り、公費を投入すべき理由がないため。 

具体的には、事業者が従業員に指示して、本事業における無料検査を受けさせることが想

定される。 

 

Q１－９ 実施事業者はいずれの都道府県に登録し、交付金の申請を行うことが想定される

か。 

 

 実施事業者は、検体を採取する場所を管轄する都道府県にのみ登録し、当該都道府県に対

してのみ交付金の申請を行うことが想定される。 

 

２．実施計画書 

Q２－１ 事業者が個人事業主である場合、実施要領第２条第１項第３号イの事項について

は、どのように記載すればよいか。 

 

個人事業主である個人の氏名を記載することが想定される。 

 

Q２－２ 実施要領第２条第３項の以下の号の事項について、都道府県知事は具体的にどの

ような事実をもって判断すればよいか。 

 ・第二号「検査キット等の調達方法・検査の単価・検査の実施回数等が適当であると認め

られること」 

 ・第三号「検査に係る事業を適切に実施するための体制及び方法が定められていること」 

 ・第五号「検体採取の立会い等が適切に実施できると認められること」 

 

「調達方法…が適当」：主体・キット等ごとに以下のとおり適法に仕入れていること。 

・唾液採取容器（第１号事業の実施事業者）：どこから仕入れるかは問わない 

・抗原定性検査キット（第３号事業の実施事業者）：医薬品の卸売販売業者 

・抗原定性検査キットに替えて用いる測定装置たる医療機器（〃）：医療機器販売業者等 

・検査試薬又は抗原定性検査キット（又は抗原定性検査キットに替えて用いる測定装置た

る医療機器）（第３号事業の実施事業者又は第１条第２項の医療機関）：医薬品の卸売販売

業者（又は医療機器販売業者等） 

「検査の単価…が適当」：市場価格を踏まえ、単価が過大でないこと（例えば同一のキット

について明らかに過大な価格での仕入を予定している場合については、「単価が適当でな

い」として、記載事項の補正を求めることが考えられる） 

「検査の実施回数等が適当」：実施回数の見込みが妥当な計算に基づくものであること 

「適切に実施するための体制及び方法が定められていること」 

：本事業の検査の立会いを検査管理者により実施する旨が確認できること、検体採取の立
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会い又は検査実施に係るマニュアルが作成されていること（「ワクチン・検査パッケージ

制度における抗原定性検査の実施要綱」又は「PCR 検査等のための検体採取の立会い等

に係る留意事項」をいつでも参照できるように常置することで代えることも可能） 

「適切に実施できる」：過去の相当期間において実施要領の違反に基づく登録取消が行われ

ていないこと及び関係法令の違反がないこと 

 

３．実施場所 

Q３－１ 薬局等において既存の相談カウンターを活用することは可能か。 

 

 薬局の既設の相談カウンターについても実施要領第３条に規定されている実施場所の要

件を備えている場合には、実施場所として活用することは可能である。 

 

Q３－２ 実施要領第３条各号の以下の事項について、具体的にどういった事実の有無を確

認する必要があるか。 

  ・第一号「他の場所と明確に区別すること」 

  ・第二号「一定の広さ」 

  ・第三号「十分な照明」 

 

第一号：他の区域とは、壁や何らかの仕切り等で分けていること又は異なる区画であること

を明示していること（検体採取のときのみ一時的に区別することも可能。） 

第二号：利用者同士が感染防止の観点から適切な距離をとることができ、また利用者と検査

管理者の間に十分な距離（抗原定性検査の場合は目安２メートル）が確保できるかガラス

窓のある壁等により隔たりを設けることができること。 

第三号：検査管理者が本人による検体採取の様子（及び抗原定性検査の場合には検査結果）

を十分に確認することができる程度の明るさ（参考として通常の事務所程度）があること

（簡易な照明により、一時的に十分な照度を確保することも可能）。 

 

４．検査の受付 

Q４－１ 検査の拠点において、検査キットが品切れ等することにより、検査の受付ができ

なくなることは許容されるか。 

 

 実施事業者においては、無料検査が実施される期間中は実施計画書に基づいて、検査受検

希望者に無料検査を提供していただくことを想定しているが、検査キットが品切れしたこと

をもって直ちに本事業に伴う実施事業者としての義務に違反することにはならない。 

 

Q４－２ 検査受付の場面で、提示を求めている身分証明書等は具体的に何を指している

か。提示を求めている趣旨は何か。 
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 身分証明証としては、運転免許証、マイナンバーカード等の公的証明書を想定しているほ

か、健康保険証や学生証等を含むものと考えている。 

 身分証明証は、検査の申込書に記載された氏名と照合して本人確認を行うこと等を想定し

て、提示を求めることとしている。 

 

Q４－３ 実施要領第４条第１項第三号において「前号の明示の内容についての証明」とあ

るが、実施事業者は具体的に何をどのように確認することが求められているか。 

 

 定着促進事業においては、ワクチン接種歴がないこと及びその理由が 12 歳未満又は健康

上の理由であることが実施要領第４条第１項第三号に基づき確認を要する事項として想定

されるところ。基本的には、申込書への記入による自己申告での確認が想定されるが、「12

歳未満であること」については、実施要領第４条第１項第一号に基づき提示される身分証明

書等に関連記載がある場合は、実施事業者は当該記載事項を確認することを想定している。 

 一般検査事業においては、検査申込者が事業所の所在する都道府県の住民であることその

他都道府県知事による受検要請の対象となることが確認を要する事項として想定される。 

 

５．検体採取の立会い・検査の実施 

Q５－１ オンライン方式のときに、相手側の突然のキャンセル等で立ち会いが実施できな

くなる場合が想定されるが、その場合はどのように取り扱われるか。また、どのよ

うな対応が想定されるか。 

 

 無料検査の対象となる検査は、立会いを条件としているため、立会いが実施できなくなっ

た場合は、検査促進枠交付金の対象外となる。 

原則は対面方式で実施することが想定されるが、オンライン方式で実施する場合は、デポ

ジット方式や立会い不実施の場合の求償など、各実施事業者において工夫されたい。 

 

Q５－２ 制度要綱上の、「検査を受検した人数」の数え方。 

 

 検査を受検した人数とは、延べ人数を想定している。 

 

６．結果通知書等 

Q６－１ 「旅行業・宿泊業におけるワクチン・検査パッケージ運用ガイドライン」（令和３

年 11 月 19 日観光庁）の別紙に掲載されている検査結果通知書の様式例のとおり

に発行された結果通知書は、VTP 制度又は交付金の事業のために発行される結果通

知書としても有効か。 

 

 それぞれ「ワクチン・検査パッケージ制度要綱」（令和３年 11 月 19 日新型コロナウイ

ルス感染症対策本部）や「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における検査
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促進枠交付金に係る実施要領（案）」等に従い実施された検査に基づき、必要な記載事項を

満たした結果通知書であれば、有効である。 

 

Q６－２ 検査結果通知書の記載事項としての「使用した検査試薬又は検査キット名」とは、

全ての試薬等を記載する必要があるのか。例えば核酸抽出作業をしていたらその試

薬も記載するのか。 

 

 検査方法ごとに以下の事項を記載することが必要である。 

・ PCR 検査等（LAMP 法等の核酸増幅法、抗原定量検査を含む。）：検出試薬 

・ 抗原定性検査 

－ 抗原定性検査キットを用いる場合：当該検査キット 

－ 抗原定性検査キットに代えて測定装置たる医療機関を用いる場合：当該装置で用いる

試薬 

 実際の記載にあたっては、厚生労働省「新型コロナウイルス感染症の体外診断用医薬品（検

査キット）の承認情報」に掲載されている品目名などを記載すること（※）。 

 

参考：厚生労働省「新型コロナウイルス感染症の体外診断用医薬品（検査キット）の承認情

報」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11331.html 

 

※PCR 検査等については、薬事承認等された検査試薬を用いることとしており、具体的に

は以下に示された検査試薬を用いることとしている。 

・ 「病原体検出マニュアル 2019-nCoV」 

https://www.niid.go.jp/niid/images/lab-manual/2019-nCoV20200319.pdf 

・ 「臨床検体を用いた評価結果が取得された 2019-nCoV 遺伝子検査方法について」 

https://www.niid.go.jp/niid/images/lab-manual/2019-nCoV-17-current.pdf 

・ 体外診断用医薬品のうち、使用目的又は効果として、SARS-CoV-2 の検出（COVID-

19 の診断又は診断の補助）を目的として薬事承認されたもの 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11331.html 

 

Q６－３ 交付金の事業又はワクチン・検査パッケージ制度のために行った検査の結果が陽

性であった場合、検査機関が当該検査結果を連携医療機関に連絡し、連携医療機関

の医師が本人の状況を確認（診断）して陽性判断を行うことはできるか。 

 

 検査結果通知書等に記載された結果それ自体を確定診断として取り扱うことはできない。 

 ただし、PCR 検査等（LAMP 法等の核酸増幅法、抗原定量検査を含む。）による検査結

果については、当該結果も踏まえつつ、医師が自らの診断に基づき、陽性の確定診断を行う

ことは可能。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11331.html
https://www.niid.go.jp/niid/images/lab-manual/2019-nCoV20200319.pdf
https://www.niid.go.jp/niid/images/lab-manual/2019-nCoV-17-current.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11331.html
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 なお、無症状者に対する抗原定性検査による検査結果は、確定診断のために用いることは

推奨されない。 

 

Q６－４ 交付金の事業又はワクチン・検査パッケージ制度のために行った検査の結果が陽

性であった場合、保健所に対する届出は必要か。 

 

 交付金の事業又はワクチン・検査パッケージ制度のために行った検査においては、結果が

陽性である場合には受検者は速やかに受診することとしており、医療機関の受診があり医師

が陽性と診断した場合は感染症法（第 12 条第１項）に基づき保健所に届出を行わなければ

ならない。 

 なお、検査機関の連携医療機関の医師により診断を受けた場合も同様である。 

 

７．委託の範囲 

Q７－１ 無料検査に係る事務のうち、実施事業者が立会い事務を、第三者に委託等するこ

とはできるか。 

 

 検査の立会いは、無料検査事業の中核的事務であり、実施主体を実施要領上、限定してい

る。そのため、同事務を実施事業者が第三者に委託等することはできない。 

 

Q７－２ 無料検査に係る事務のうち、検査や検査受検者への結果通知書等の発行等の事務

を、第三者に委託等することはできるか。 

 

「検査」を検査機関に委託等することは可能。 

「検査受検者への結果通知書等の発行等」を第三者に委託等することは可能。具体的には、

本来第２号事業を行う検査機関が行うべきこととされている当該事務を、検査機関からの連

絡に基づき、第１号事業を行う者が実施することは可能。ただし、委託等を行う場合は、こ

れにより結果通知書等の送付が却って遅れることのないようにするなど、結果通知書等を有

効に活用できる期間に照らし時間的余裕をもって通知が行われるよう、留意していただきた

い。 

 

Q７－３ 本事業のために補助金等を支出する事務について、都道府県が民間事業者に委託

することは、地方自治法施行令第 165 条の 3 第 1 項により認められるか。 

 

地方自治法施行令第 165 条の３第１項により、普通地方公共団体は、同令第 161 条第

１項第１号から第 15 号までに掲げる経費等について、支出の事務を委託することができる

こととされています。 

本事業のための補助金等の支出については、新型コロナウイルス感染症の感染が続いてい

る中で、ワクチン検査パッケージの定着を早急に促し、また、感染拡大傾向時に都道府県知
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事の判断で機動的に無料検査を実施することにより社会全体の感染リスクの引下げや感染

者の早期発見・早期治療につなげるため、無料で検査を受けられる環境の整備を求める薬局

等の検査事業者に対して、即時支払により迅速に交付しなければ補助金等の交付の目的を達

成することができないものであることから、同項第 12 号の経費として、都道府県が支出の

事務を民間事業者に委託することが可能です。 

なお、この内容については、総務省自治行政局行政課と協議済みであることを申し添えま

す。  

 

８．特措法大臣との協議について 

Q８－１ 「別表」計画額の想定される初期費用内訳についても、事前協議の対象となるか。 

 

 「検査体制整備支援等部分」を通じて実施事業者への初期投資補助等を行う事業の内容に

ついては、協議の対象（検査促進計画様式「※想定される初期費用内訳」欄参照）。仮に予

算時点では概算の積算しか示せない場合であっても、具体的な補助メニュー等が決定される

など内容に変更がある場合は、その都度変更協議が必要となる。協議を通じ支援対象でない

ことが判明することも想定されるところ、都道府県においては、事務連絡５（２）①を踏ま

え、事前の協議を実施して頂きたい。 

 

９．交付金の補助対象・単価 

Q９－１ 検査体制整備支援等部分を用いた都道府県の補助事業等を通じ、実施事業者がＰ

ＣＲ検査機器等高額な設備等を整備する際に留意すべき点はあるか。 

 

 検査体制整備支援等部分を用いた都道府県の補助事業等を通じ、実施事業者がＰＣＲ検査

機器等高額な設備等を整備する場合には、基本的にリースでの整備とすることし、主として

無料検査事業のために使用することとする。例えば、専ら他の事業のために当該設備を使用

する場合には、都道府県の判断により、補助金等の全部又は一部の返還が求められることが

あることに留意されたい。 

 

Q９－２ 衛生検査所等の検査機関が直接事業を行う場合、「検査キット原価」として何が

想定されるか。 

 

 「検査キット原価」としては、通常ＰＣＲ検査キットや抗原定性検査キット販売原価に織

り込まれる各種費用及び往復送料のみを含む（※）。他方、「その他実施事業者において生じ

る各種経費等」により別途手当てされる検体採取場所における各種業務関連の運営費（人件

費その他一切の販売管理費等）、「検査体制整備支援等部分」により必要に応じて支援される

初期費用は含まない。例えばキット販売を行う検査機関が自ら事業を実施する場合は、原則

として他の事業者へのキット卸値と同額であることが想定されるが、それよりも高い単価を

設定する場合は相応の事情の説明が必要となる。 
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※ 「検査キット原価」として想定される各種費用の例 

 検査キット代、検体採取容器代、包装費 

 検査費用（ＰＣＲ検査の場合） 

 結果通知費用（ＰＣＲ検査を検体採取場所以外で実施する場合） 

 検体管理費用（ＰＣＲ検査を検体採取場所以外で実施する場合） 

 往復送料（復路送料はＰＣＲ検査を検体採取場所以外で実施する場合） 

 製造・検査拠点における販売管理費等（検査拠点はＰＣＲ検査を検体採取場所以外

で実施する場合） 

 

Q９－３ 都道府県知事の法に基づかない協力依頼に基づき、民間事業者による検査結果確

認の取組は、無料化の対象となるのか。 

 

 都道府県知事の依頼によるものかを問わず、当該民間事業者の取組が「ワクチン・検査パ

ッケージ制度及び飲食、イベント、旅行等の活動に際してワクチン接種歴や陰性の検査結果

を確認する民間の取組」に該当する場合には、無料化の対象となる。 

 

Q９－４ 検査体制整備支援等部分において、検体採取場所における各種業務関連の運営経

費や単価への上乗せ等の支援をすることは可能か。 

 

検査体制整備支援等部分は、本事業の事業開始に当たっての実施事業者への初期費用補

助やその他地方公共団体が実施する体制整備のために活用することを想定している。検体

採取場所における各種業務関連の運営経費やキット単価に関する費用は、検査等費用支援

部分において充当すべきものであり、これらの目的のために検査体制整備支援等部分を活

用することは想定していない。なお、都道府県においては、事務連絡５（２）①を踏ま

え、事前の協議を実施して頂きたい。 

 

Q９－５ 任期の定めのない常勤職員の時間外勤務手当は検査体制整備支援等部分による

支援の対象となるか。 

 

新型コロナウイルス感染症対応のための体制拡充等に必要となるものであれば、任期の

定めのない常勤職員の時間外勤務手当や特殊勤務手当も対象となる。 

 

１０．都道府県予算関係等 

Q10－１ 国の予算が本省繰越となった場合、都道府県予算においては令和３年度、令和

４年度に分けて予算計上しても問題ないか。 

 

 国が本省繰越を行った場合に、本事業に関する都道府県予算について令和 3 年度補正予
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算、令和 4 年度当初予算に分けて予算計上することは問題ない。 

 

Q10－２ 年度末までの支払いに対して、どのようなスケジュールで事務手続き等を行え

ばよいのか。 

 

 検査促進枠交付金の執行手続きは、令和４年４月以降に行う予定にしている。そのため、

当該交付金の予算は、全額国において繰越手続きを行うことを想定している。執行手続きに

関する詳細なスケジュールは、補正予算成立後速やかに別途通知する予定。各都道府県にお

かれては必要に応じて明許繰越の手続きを検討していただきたい。 

 

Q10－３ 都道府県が「検査促進枠」の国庫補助を受けるに当たっては、新たに歳出補正

予算を計上せず、既決の歳出予算で対応しても差し支えないか。 

 

 「検査促進枠」の要件に該当する事業を実施するにあたって、都道府県側が既存財源を活

用して本事業を実施した場合でも、新規に予算を計上した場合でも、国庫補助の対象となる。 

 

Q10－４ 国の補助上限単価を上回る検査について、上回る分の単価について地方公共団

体が独自で上乗せ支援を行った場合、無料検査事業の対象とされるか。 

 

 検査費用のうち国の補助上限単価を超える部分について、地方公共団体が独自財源（地方

創生臨時交付金地方単独分を含む）により支援を行い、検査を無料化した場合には、当該無

料検査は「検査促進枠」の対象事業として、補助上限単価の範囲内については「検査促進枠」

を活用することが可能。 

 

１１．遡及適用について（補正成立後のＱ＆Ａ公表時には削除） 

Q11－１ 「検査促進枠」の国庫補助要件を満たす事業を、国の補正予算成立及び交付決

定を待たずに事業を開始し、その後に国庫補助金の交付決定を受けた場合、交付決

定以前に実施した部分についても、遡って国庫補助を受けることは可能か。 

 

 年内の事業開始に向けて、各都道府県において体制整備等を迅速に行う必要があることは

承知しており、補正予算成立後に、「検査促進枠」の国費補助要件を満たす事業に必要なも

のであれば、令和３年１１月２６日以降の契約等について対象とする旨を制度要綱に規定す

る予定。国費補助要件を満たすことが見込まれるかについては、「検査体制整備支援等部分」

の具体的な事業内容を含め、事前に国にご相談いただきたい。 

また、本検査促進枠は、令和 3 年度補正予算案に基づくものであるため、成立した予算

の内容に応じて、事業内容等が変更になることがある旨留意頂きたい。 
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１２．その他 

Q12－１ ワクチン・検査パッケージ等定着促進事業における無料検査の対象者として、

「基礎疾患、副反応の懸念など健康上の理由によりワクチン接種を受けられない者」

とあるが、ここで「副反応の懸念」とは何を想定しているか。 

 

「副反応の懸念」としては、専らワクチン接種に伴う主な副反応（注）として通常想定さ

れる範囲を超えるような副反応を想定している。 

（注）ファイザー社／モデルナ社の「新型コロナワクチン予防接種についての説明書」で

は、主な副反応として、注射した部分の痛み、頭痛、関節や筋肉の痛み、疲労、寒気、

発熱等が挙げられている。 
 

Q12－２ VTP 制度等登録事業者は、無料検査の対象とならない者（接種記録を忘れた者

など）に対しても、抗原定性検査キットを用いて有償で検査サービスを実施するこ

とは可能か。 

 

VTP 制度等登録事業者は、抗原定性検査キットを医薬品卸売販売業者から入手する際に、

当該キットを「ワクチン・検査パッケージ制度等における検査結果確認の目的」のために使

用することを確認しているところ、当該目的には、有償で行う場合も含め、VTP 制度によ

る制限緩和を実施するために必要な検査や民間にて自主的に行うワクチン・検査の取組のた

めに必要な検査のために用いることも含まれるため、これらの目的のために無料検査の対象

とならない者に対して抗原定性検査キットを用いて有償で検査サービスを実施することは

可能である。 

ただし、無料検査の場合と同様に、VTP 制度等登録事業者は、仕入れた抗原定性検査キ

ットについて、実質的にみてキットの販売・授与とならないように、検査サービスの一環と

してキットを使用する必要がある。 

 

Q12－３ 一般検査事業において無症状者に対して抗原定性検査を用いることについて、

どのように考えればよいか。 

 

抗原定性検査キットは、感染していてもウイルス量が多くないと結果陰性となることから、

医療等においては、他の検査と比較して、不十分な面がある。感染して間もない無症状者も

含め感染者をより確実に発見し治療につなげることが必須であるため、「新型コロナウイル

ス感染症（COVID-19）病原体検査の指針（第 4.1 版）」において「無症状者に対する抗原

定性検査は、（･･･）確定診断として用いることは推奨されない。」とされている。 

一方で、無症状の感染者のうちウイルス量が多く他人に感染させる者を拾い上げる可能性

があることにより、飲食、イベント、旅行など感染リスクが高いとされている活動における

場の感染リスクを下げることがあり得ることから、ワクチン・検査パッケージ等で抗原定性

検査を活用することは意味があると考えられる。 
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また、感染拡大傾向時においては社会経済活動全般の感染リスクが高まっており、感染不

安を有する者が日常生活において人との接触前などに検査を受けることで、社会全体の感染

リスクを引き下げることがあり得るほか、感染者の早期発見・早期治療にもつながる。 

このような観点から、結果をその場で迅速に確認でき、簡単に利用できる検査手段を提供

し、一定の予算の下で、地方で PCR 検査が困難な地域も含めて多くの国民の方々に検査が

行えるよう、抗原定性検査も活用していくことが必要。 

ただし、無症状者への抗原定性検査の使用は偽陰性のリスクが大きいため、研修を受講し

た検査管理者の下で実施し、仮に検査結果が陰性であった場合にも、その検査結果が感染し

ている可能性を否定するものではなく、引き続き感染予防策を徹底するよう、検査管理者か

ら受検者に説明することとしている。 

 

Q12－４ 無料検査の対象となる立会い等又は検査をすることについて、実施事業者が広

告することや、都道府県が登録された実施事業者の一覧を HP に掲載するなどの対

応を行うことは、法令上の広告規制に当たるか。 

 

 無料検査の対象となる検査等は、医療保険各法等の給付の対象とならない検査であるため、

当該検査等を行うことについて医療機関が広告することは、医療法第６条の５第３項第 15

号の規定に基づき、広告規制の対象とはならない。 

 また、薬局、衛生検査所等又は VTP 制度等登録事業者が行う広告や都道府県が行う HP

への実施事業者一覧への掲載等は、医療法等による広告規制の対象とはならない。 

 上記について厚生労働省と協議済みである。 

 

Q12－５ 医療機関以外が検査受検者に対して陰性又は陽性という検査結果を直接通知す

ること及び検査結果に基づき検査受検者に対して受診を促す等の指示を行うこと

が、一種の診断行為であり、医師法違反に当たるということはないか。また、本人

による検体採取に検査管理者が立ち会うこと自体が医行為や違法行為に該当するこ

とはあるか。 

 

 医師法において、医行為とは、医師の医学的判断及び技術をもってするのでなければ人体

に危害を及ぼし、又は危害を及ぼすおそれのある行為と解される。 

 別に定める検査結果通知書例に従い、検査結果の事実を、医療機関以外が検査受検者に連

絡することは、医師法上問題ない。 

 また、検査結果に基づき、 

・ 一般論として、陽性である場合には医療機関への受診を求めること 

・ 一般論として、陰性である場合にも、当該結果が新型コロナウイルス感染症に感染して

いる可能性を否定しているものではないことや、引き続き感染予防策を徹底する必要があ

ることを伝えること 

などは、個別の検査結果を踏まえたものではなく、医師法上問題ない。 
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 さらに、ワクチン・検査パッケージ制度又は無料検査の事業においては、検査管理者が検

体採取行為に立ち会うことを求めており、その立ち会う行為だけをもって医師法上の医行為

に該当するとは判断されない。 



 

事 務 連 絡 (案 ) 

令和３年 12 月 13 日 

 

各都道府県 

財政担当課 

市町村担当課 

地方創生担当課 

新型コロナウイルス感染症対策担当課 

内 閣 府 地 方 創 生 推 進 室 

内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室 

 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における 

「検査促進枠」の取扱（案）について 

（定着促進事業の適正執行のための市町村との連携について） 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（以下「臨時交付金」という。）

の検査促進枠における取扱につき、下記のとおりお知らせします。各都道府県におか

れましては、関係部局間で十分連携の上、本事務連絡の記載事項に留意して運用に向

けて準備を進めて頂きますようお願いします。 

また、貴管内市町村へもこの旨周知されますようよろしくお願いします。 

なお、本検査促進枠は、令和３年度補正予算案に基づくものであるため、成立した

予算の内容に応じて、事業内容等が変更になることがありますので、あらかじめご了

承ください。 

記 

 

〇． 定着促進事業の適正執行のための市町村との連携について 

  令和３年１１月２６日付事務連絡（案）「新型コロナウイルス感染症対応地方創

生臨時交付金における「検査促進枠」の創設方針について」２（１）にある「ワ

クチン・検査パッケージ等定着促進事業」については、健康上の理由等によりワ

クチン接種を受けられない者を対象に令和３年度中に行う検査を無料としている

ところです。 

同事務連絡（案）において示された、実施要領（案）第４条第１項に基づく申

込書（例）（以下「申込書（例）」という。）において、都道府県が必要と認める場

合は、ワクチン接種の有無について市町村に照会を行うことが想定されていま

す。 

この点につき、各都道府県においては、補助金等の適正執行を確保するため、

例えば貴管内市町村においてワクチン接種記録システム（VRS）の記録を確認する

など協力を依頼することを通じ、必要に応じて、貴管内市町村と連携して適切に

対応いただくようお願いします。 

御中 

※ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金検査促進枠は、令和３年度補正予算案

に基づくものであり、今後国会において審議されます。現時点では政府案を前提とした準

備行為であり、今後変更があり得ることにご留意ください。 

  

noriko-komatsu

＜別添②＞
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【照会先】 
⑴ 検査促進枠について 
内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室 
 企画調整担当  髙橋・徳永・藤代・岡田・矢部・西中 

寺井・服部・鈴木・鈴木・山根 
              直通  03（6257）3086 
 
⑵ 臨時交付金全般について 
 内閣府地方創生推進室 
  臨時交付金担当 畑・中山・上坂・大矢・須田・福田 
              直通  03（5501）1752 

また、ワクチン接種記録システム（VRS）の記録を貴管内市町村に確認する場合

には、以下の点を踏まえていただくようお願いします。 

 

・各市町村が保有する個人情報の都道府県への提供については、各市町村がそれぞ

れの個人情報保護条例に基づきプライバシーの保護と公衆衛生上の必要性を衡

量して判断することとなるが、申込書（例）を参考に都道府県が定める様式の申

込書を利用すること等により、市町村による上記照会に応じた個人情報の提供に

ついて本人の同意を得ることができること。 

・各市町村が上記照会に対し都道府県に個人情報を提供する場合、当該情報は、補

助金等の都道府県による適正執行を確保する観点から、当該受検者が本事業の対

象となるワクチンを２回接種した者であるかどうかを確認する目的の範囲内で

のみ利用されるものであることを踏まえつつ、利用事務の範囲、都道府県におけ

る情報の取扱いの方法等についてあらかじめ都道府県と市町村とで協議を行う

ことが望ましいこと。 

 

なお、これに伴い、申込書（例）を別添のとおり改定いたしましたので、ご参

照ください。 

 

 

 



                            No.    

 申込書（例） 

 

 

１ 本人確認 

氏名：                                 

  住所：                                                              

  性別：             生年月日：               

  連絡先：（電話番号）                         

（E メールアドレス）                         
 
２ 検査利用回数 
  過去に利用した、無料検査（行政検査を除く）の回数 

※回数・頻度が多い場合には、理由の疎明をお願いすることがあります。 

     回 
 
３ 検査目的（✓を記入ください）  
  本日の検査の目的について、下記より１つ選択 

1. ☐イベント・飲食・旅行・帰省等の経済社会活動を行うに当たり、必
要であるため（ワクチン・検査パッケージ等）（2.に該当する場合を除
く） 

2. ☐都道府県知事から要請を受けて、感染不安があるため 
3. ☐その他 

 
４ ワクチンの接種の有無（✓を記入ください） 
  ３で「1.」を選んだ場合、ワクチンを２回接種済みか 
  ☐はい 
  ☐いいえ 
 



５ ４で「いいえ」を選んだ場合、その理由（✓を記入ください） 
1. ☐ 12 歳未満である 
2. ☐ 健康上の理由 
3. ☐ その他（自己の意思等） 

 
（確認事項） 
☐仮に検査結果が陽性であった場合には医療機関に受診します（✓を記入く
ださい） 

☐上記項目につき、虚偽がないことを証するとともに、本申込書は都道府県
から求めがあった場合には都道府県に提出されることがあることについて
同意します。また、都道府県が必要と認め、本事業の適正執行を確保する
ため、ワクチン接種の有無についてご記入いただいた氏名・住所・性別・
生年月日の情報に基づき、市町村に照会を行ったときは、市町村がワクチ
ン接種歴の有無について回答することがあることに同意します（✓を記入
ください） 

※１：ご申告いただいた内容が虚偽であることが判明した場合、検査費用の負担を求め
るほか、都道府県が必要と認める措置を講じる場合があります。また、ワクチン
接種の有無については、別途自治体において確認する場合があります 

※２：次回の検査申込に当たっては、 PCR検査等の結果通知書等の有効期間が３日間
とされていること及び抗原定性検査の結果通知書等の有効期間が１日間とされて
いること等も踏まえ、前回の検査から経過した日数等を考慮の上、申込を行うよ
うお願いします 

 
担当者確認欄 
本人確認の実施 無料検査事業における区分 
 VTP 等分 

（５で「1.」また
は「2.」を選んだ
場合） 

一般分 
（３で「2.」を選
んだ場合） 

対象外 
（左記のいずれ
にも該当しない
場合） 

   

（その他：回数疎明を求めた際等に記入） 
 

 


